
株式会社明治ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱ

(単位：円)

科　目 金　額 科　目 金　額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 11,739,744,558 流 動 負 債 6,972,708,956

   現 金 及 び 預 金 134,090,914    買　　掛　　金 6,151,966,482

 　受  取  手  形 241,731,542    短 期 借 入 金 0

   売    掛    金 7,906,745,419    リ ー ス 債 務 1,512,000

   商          品 2,575,593,743    未　　払　　金 52,998,511

   前　　渡　　金 157,844,823    未　払　費　用 410,629,935

   前  払  費  用 8,647,243 　 未 払 法 人 税 等 230,604,190

   未    収    金 66,942,826 　 前　　受　　金 9,336,832

   繰 延 税 金 資 産 64,032,827 　 預　　り　　金 9,653,092

　 親会社預け金 465,026,090    賞　与　引　当　金 106,000,000

   その他の流動資産 139,268,995    その他の流動負債 7,914

   貸 倒 引 当 金 △ 20,179,864

固 定 負 債 351,689,960

固 定 資 産 1,579,168,813    リ ー ス 債 務 1,008,000

  有 形 固 定 資 産 68,210,487    取 引 保 証 金 183,359,991

   建　　　　　物 5,193,958    繰 延 税 金 負 債 167,321,969

   機　械　装　置 50,485,675

   工 具 器 具 備 品 10,130,854 負　債　合　計 7,324,398,916

   リ ー ス 資 産 2,400,000 (純 資 産 の 部)

   建 設 仮 勘 定 0 株　主　資　本 5,504,996,552

　資　本　金 300,000,000

  無 形 固 定 資 産 5,385,640 　資 本 剰 余 金 341,525,438

   施　設　利　用　権 3,177,100 　　資 本 準 備 金 341,525,438

   の　　れ　　ん 0 　利 益 剰 余 金 4,863,471,114

   工　業　所　有　権 48,540 　　利 益 準 備 金 75,000,000

   ソ フ ト ウ ェ ア 2,160,000 　　その他利益剰余金 4,788,471,114

　　　別途積立金 3,979,000,000

　投資その他の資産 1,505,572,686 　　　繰越利益剰余金 809,471,114

   投 資 有 価 証 券 1,445,195,949

　 出 　 資 　 金 500,000 評価・換算差額等 489,517,903

   そ　　の　　他 59,876,737 　その他有価証券評価差額金 487,853,149

   貸 倒 引 当 金 0 　繰延ヘッジ損益 1,664,754

純　資　産　合　計 5,994,514,455

資　産　合　計 13,318,913,371 負　債　純　資　産　合　計 13,318,913,371

第49期　貸 借 対 照 表
(2017年3月31日現在)



株式会社明治ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱ

　　(単位：円)

科　　　目 金　　　額

売上高 77,982,875,662

売上原価 74,363,700,661

　　売上総利益 3,619,175,001

販売費及び一般管理費 2,656,890,928

　　営業利益 962,284,073

営業外収益

　　受取利息及び配当金 40,982,827

    雑収入 3,239,290 44,222,117

営業外費用

　　支払利息 4,873,455

　　雑損失 335,512 5,208,967

　　経常利益 1,001,297,223

特別利益

　　その他 1,737 1,737

　　税引前当期純利益 1,001,298,960

  　法人税、住民税及び事業税 339,754,033

  　法人税等調整額 △ 14,039,353 325,714,680

　　当期純利益 675,584,280

第49期　損 益 計 算 書

(自2016年4月1日　至2017年3月31日)



株式会社明治ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱ

（単位：円）

資本剰余金

利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

合計

当期首残高
300,000,000  341,525,438  75,000,000  3,679,000,000  586,066,264    4,340,066,264  4,981,591,702     337,661,002    △13,272,970     324,388,032   5,305,979,734

当期変動額

　剰余金の配当
△152,179,430  △152,179,430  △152,179,430               －   △152,179,430

　別途積立金
　積立額 300,000,000    △300,000,000  －             －                          －              －

　当期純利益
675,584,280    675,584,280    675,584,280                 －     675,584,280

　株主資本以外の
　項目の当期変動額
　(純額) －             －                150,192,147      14,937,724     165,129,871     165,129,871

当期変動額合計
－           －           －          300,000,000    223,404,850    523,404,850    523,404,850       150,192,147      14,937,724     165,129,871     688,534,721

当期末残高
300,000,000  341,525,438  75,000,000  3,979,000,000  809,471,114    4,863,471,114  5,504,996,552     487,853,149       1,664,754     489,517,903   5,994,514,455

評価・換算
差額等合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

第49期　株主資本等変動計算書
(自2016年4月1日　至2017年3月31日)

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益



　　　　　　　　　　　　　　株式会社　明治フードマテリア
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

時 価 の あ る も の ・・・・・・・

時 価 の な い も の ・・・・・・・ 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっております。

２.固定資産の減価償却の方法

・・・・・・・ 定率法によっております。
（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　工具器具備品 ５年～１５年

　機械装置 ３年～１０年

・・・・・・・ 定額法によっております。

　ソフトウェア ５年

・・・・・・・

係る方法に準じた会計処理によっております。

３.引当金の計上
・・・・・・・

・・・・・・・

４.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

・・・・・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

・・・・・・・ 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っております。

NO.004

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能を検討し、回収不可能見込み額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

消 費 税 等 の 会 計 処 理

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

49 期　個　別　注　記　表
　　　　（自）2016年４月１日　　（至）2017年３月３１日

そ の 他 有 価 証 券

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産



（会計方針の変更に関する注記）

１．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28日）を適用し、当事業年度の期首時点の繰延税金資産および繰延税金負債

の額と、前事業年度末の繰延税金資産および繰延税金負債の額との差額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。

この変更による当事業年度の繰延税金資産および利益剰余金に与える影響はありません。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１.当事業年度の末日における発行済株式の数
普通株式 1,170,611 株

２.当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(1)配当金支払額

平成28年6月23日の定時株主総会において、次のとおり決議した。

152,179,430 円

利益剰余金
130 円

平成28年3月31日

平成28年6月23日
（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成29年6月23日の定時株主総会において、次の議案を付議する。

152,179,430 円

利益剰余金
130 円

平成29年3月31日

平成29年6月23日

NO.004-2

配 当 金 の 総 額

配 当 の 原 資

１ 株 当 た り 配 当 額

基 準 日

効 力 発 生 日

配 当 金 の 総 額

配 当 の 原 資

１ 株 当 た り 配 当 額

基 準 日

効 力 発 生 日


